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弁護士が弁護士のために説く

債権法改正

債権法改正に関する問題を
　 具体的な事例に即して解説！ 

［編著］　東京弁護士会法友全期会　債権法改正特別委員会
A5判／264頁　定価：本体2,900円＋税
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本書の特長

◆債権法改正法案の内容に即した事例とそれ
に対する端的な回答により、現行民法と改正
法案との異同を早期に把握できます！
◆事例形式での解説で、自身の取り扱うケース
にあてはめやすく、改正後の業務への影響を
理解するための一助となる一冊！
◆『改訂版　弁護士が弁護士のために説く　
債権法改正』の姉妹書！
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１　債権者代位権

１　債権者代位権

⑴　債権者の取立てその他の処分の権限等

ＡはＢに対し、自動車を100万円で売却し引き渡したが、
代金は未払である。ＢはＣに対し同自動車を120万円で売却

したが引渡しは未了であり、代金も未払である。なお、自動車の登録はＡ
のままとなっている。

事例

債権者Ａが債務者Ｂに対する売買代金債権を被保全債権として債務者Ｂの第
三債務者Ｃに対する売買代金債権を代位行使した場合でも、債務者Ｂは第三債
務者Ｃに対して自動車の売買代金120万円につき自ら取立てをすることができ
るか。

債務者Ｂは第三債務者Ｃに対して自ら取立てをすることができる。また、第
三債務者Ｃがこれに応じ、債務者Ｂに対して売買代金を支払った場合、被代位
債権は消滅する。
ただし、債務者Ｂは自動車の引渡しをしていないため、債務者Ｂが自動車を

引き渡すまで、第三債務者Ｃは同時履行の抗弁を行使して、同抗弁権をもって
Ｂの請求を拒むことができる。

▶▶▶関係条文◀◀◀

・ 法案423条の 5

Q

Ａ

４章　債権者代位・詐害行為取消し

解説

1 　現行民法では、債権者が代位行使に着手し、債務者がその通知を受けたと
き又はその代位行使の着手を了知したときの債務者の第三債務者に対する取立
権の帰すうについては、明文がない。
判例は、債務者は被代位債権の取立てその他の処分権限を失うとしていた

（ 大判昭和14・ 5 ・16民集18巻557頁〔27500301〕）。
しかし、この判例の結論によると、裁判上の手続とは無関係に債務者が自ら

の取立権限を失うことになり、債務者の地位が著しく不安定なものになる。そ
のため、 法案423条の 5前段は、判例の結論を改め、債務者による第三債務者
に対する取立権を認めた。
また、従前から、債務者は取立権を失うが、第三債務者が債務者に対して任

意に弁済することは妨げられないと解釈されていたことから（奥田昌道編『新
版注釈民法⑽Ⅱ』有斐閣（2011年）750頁）、この解釈が 法案423条の 5後段に
より明文化された。
本事例において、債務者Ｂは、債権者Ａから代位権行使に着手したことの通
知を受けたとき又はその着手を了知した後も、第三債務者Ｃに対して、自動車
の売買代金120万円の支払を請求することができる。そして、第三債務者Ｃは
債務者Ｂに対して120万円を支払うことを妨げられず、その支払により、被代
位債権は消滅する。
2　なお、債権者は、第三債務者に対して被代位権利の行使に係る訴えを提起
したときは、遅滞なく債務者に対して訴訟告知をしなければならないという規
定が新設された（ 法案423条の 6）。
本事例でも、債権者Ａが第三債務者Ｃに対して被代位権利の行使に係る訴え
を提起したときは、債権者Ａは遅滞なく債務者Ｂに対して訴訟告知をしなけれ
ばならない。
他方、現行民法では、債権者の債務者に対する債権の履行期が到来していな
くとも、裁判上の代位の許可を受ければ、債権者は代位権を行使可能とされて
いたが（ 民法423条 2 項）、裁判上の代位の許可の制度は廃止され、期限到来前
に行使できる被代位権利は、保存行為に限られることになった（ 法案423条 2

内容見本 わかりやすく
［事例］［Ｑ］［Ａ］［関係条文］［解説］の順に掲載しています。
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■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
　 FAX.0120̶302̶640

書店印

取 扱 い

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたします。
また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

平成　　　　年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

お客様の個人情報の
取扱いについて
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第一法規　債権法改正・事例 検　索

＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ

具体的な事例で解説！
　 自身の取り扱うケースにあてはめやすい！ 

姉妹書 『改訂版　弁護士が弁護士のために説く　債権法改正』も好評発売中！

収録中の判例には、判例データベース『D1-Law.com判例体系』の
判例IDを記載しています。
『D1-Law.com判例体系』をご契約の場合は、判決全文・解説等を
すぐに確認できます。
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